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（案） 

諮問第210号の答申 

学校基本調査の変更について 

 

本委員会は、諮問第210号による学校基本調査の変更（令和８年度に実施する調査の集計に係る変

更及び令和９年度以降に実施する調査に係る変更）について審議した結果、下記のとおり結論を得

たので、答申する。 

 

記 

 

１ 承認の適否 

令和８年９月16日付け８文科教第1028号により文部科学大臣から申請された「基幹統計調査

の変更について（申請）」（以下「本申請」という。）について審議した結果、以下のとおり、統

計法（平成19年法律第53号）第10条各号に掲げる要件のいずれにも適合しているため、「学校基

本調査」（基幹統計調査。以下「本調査」という。）の変更を承認して差し支えない。 

ただし、以下の「２ 理由等」で指摘した事項については、計画の修正等が必要である。 

 

２ 理由等 

（１）調査事項の変更 

ア 特別支援学校卒業者の取扱いの明確化（学校調査票（高等学校、専修学校）） 

ａ 学校調査票（高等学校、専修学校、各種学校）では、生徒の在籍者数や入学者数を把握

しており、入学者数については、その内訳として、他県所在の中学校等の卒業者数、過年

度の中学校等の卒業者数、新規卒業者数等についても把握している。 

  文部科学省では、令和８年度調査の準備作業を進める過程で調査事項を精査したとこ

ろ、「入学者計」は特別支援学校卒業者の数が含まれている一方で、これら内訳の項目に

おいて、特別支援学校卒業者を含めて回答することが明示されておらず、回答に特別支

援学校卒業者数が計上されていない可能性が高いことが確認された（図表１参照）。 

図表１ 特別支援学校卒業者の調査事項における問題点及び今回の対応案 

調査票 該当部分 問題点 今回の対応案 

学校調査票

（高等学校） 

問21 「課程別学科別

の生徒数及び入学状

況」の「入学者計」 

（内訳項目） 

◆他県所在の中学校等

の卒業者等 

◆過年度の中学校等の

卒業者等 

内訳項目において、特別

支援学校（中学部）卒業

者が含まれることが明示

されていない 

調査事項に追記 

（図表２参照） 

問22 「修業年限別生

徒数及び入学状況」の

「入学者計」 

（注）全日制の課程のう

ち単位制による課

程、定時制の課程に

係る調査事項 

（内訳項目） 

◆他県所在の中学校等

の卒業者等 

◆過年度の中学校等の

卒業者等 

内訳項目において、特別

支援学校（中学部）卒業

者が含まれることが明示

されていない 

継続して把握する必

要性を再検討した結

果、調査事項から削

除（図表３参照） 

資料１ 
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調査票 該当部分 問題点 今回の対応案 

学校調査票

（専修学校） 

問７ 「課程別・学科別

の修業年限、学生・生

徒数、入学状況及び卒

業者数」 

問８ 「「７」の入学者の

うち新規卒業者等（再

掲）」 

（注）いわゆる現役進学者 

問８において、特別支援

学校（中学部・高等部）の

卒業者が含まれることが

明示されていない 

調査事項に追記 

（図表２参照） 

学校調査票

（各種学校） 

問７ 「課程名・課程別

生徒数、入学状況及び

卒業者数」 

問９ 「「７」の入学者の

「計のうち高等学校卒

業以上を入学資格とす

る課程の入学者数（再

掲）」のうち当年３月高

等学校及び中等教育学

校（後期課程）卒業者数

（再掲）」 

（注）いわゆる現役進学者 

問９において、特別支援

学校（高等部）卒業者が

含まれることが明示され

ていない 

継続して把握する必

要性を再検討した結

果、調査事項から削

除（図表３参照） 

 

ｂ このため、本申請では、図表１のうち、学校調査票（高等学校）の問21の内訳項目及び

学校調査票（専修学校）の問８について、令和９年度調査から、特別支援学校卒業者が把

握対象に含まれることを調査票上に明記することを計画している（図表２参照）。 

 

図表２ 変更後の調査票のイメージ 

①学校調査票（高等学校）の問 21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学校調査票（専修学校）の問８ 
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 ｃ 今回予定されている変更については、他県所在の中学校等卒業者や過年度卒業者等の

入学者の状況を把握するという従来からの調査事項の趣旨を踏まえ、特別支援学校卒業

者の取扱いを明確化することにより、統計目的との整合性を確保し、より適切な実態把

握に資するものであることから、適当である。 

 

イ 入学者内訳に係る調査事項の一部削除（学校調査票（高等学校、各種学校）） 

ａ 本申請では、図表１のうち、学校調査票（高等学校）の問22の内訳項目及び学校調査票

（各種学校）の問９について、削除することを計画している（図表３参照）。 

これは、前記アのａに記載した事案が確認されたことを契機として、文部科学省にお

いて、継続的な把握の必要性について改めて検討した結果、これら項目については、必要

性が低下していると判断したものである。 

 

図表３ 調査票の変更イメージ 

①学校調査票（高等学校）の問22 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学校調査票（各種学校）の問９ 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ 今回予定されている変更については、施策上の必要性が乏しく、利活用実績も確認で

きないことを踏まえると、報告者負担の軽減を図る観点からも、当該調査事項を削除す

ることはやむを得ないものと考える。 

 

ｃ 一方、審議の過程においては、本申請で削除を予定している調査事項の集計結果が長

年にわたり公表されていなかったことが判明した。報告者の負担の下で継続して把握し

てきた情報であるにもかかわらず、結果が未公表であったことは遺憾であり、審議の過

程においては、これまで公表されていなかった調査結果についても集計し、利用に供す

削除 

削除 
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ることができるようにすべきとの指摘があった。 

これを受け、文部科学省から、これまで未公表となっていた高等学校の問 22の内訳項

目及び各種学校の問９に係る部分について、正確性を確認した上で集計し、参考表とし

て文部科学省ホームページで公表する方針が示された。 

これについては、調査により得られた情報を集計・公表しようとするものであり、審

議の過程における指摘にも対応するものであることから、適当である。 

 

ウ 学校教育法等の改正を踏まえた「主務教諭」に係る項目の追加等 

（学校調査票（幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学

校、特別支援学校）、学校通信教育調査票（高等学校）） 

ａ 初等中等教育を行う機関に係る学校調査票及び学校通信教育調査票では、学校ごとの

教職員数等を把握しているが、学校教育法（昭和22年法律第26号）等の改正により、令和

８年４月１日から、初等中等教育に係る学校において「主務教諭」（注１）が、幼保連携型認

定こども園において「主務保育教諭」、「主務養護教諭」及び「主務栄養教諭」（以下「主

務教諭等」と総称する。）が新たな職として設けられた。 

（注１）組織的な学校運営及び指導の促進を目的として、児童の教育をつかさどる他、学校の教育活動に関

し、教諭その他職員間の総合的な調整を行う職。 

 

ｂ これを受けて、本申請では、主務教諭等に係る項目を追加するとともに、「休職等教員

数」及び「産休代替等教職員数」について、主務教諭等が把握対象に含まれることが明確

となるよう項目名等を見直すことを計画している。 

 

ｃ 今回予定されている変更については、法令改正により新設された職について、法令上

の職区分に沿って実態を把握しようとするものであることから、適当である。 

 

エ リスキリング及びリカレント教育施策の推進・効果検証のための項目の追加 

（学校調査票（大学（学部学生内訳票）、短期大学（本科学生内訳票）、大学・大学院・短期大学（大学通信

教育調査票）、高等専門学校）） 

ａ 近年、リスキリング及びリカレント教育の推進が政府の重要政策（注２）として改めて位

置付けられており、高等教育機関等における社会人の学び直しの状況を把握する必要性

が高まっている。 

（注２）政府は、日本成長戦略（令和８年７月21日閣議決定）において、「大学・専門学校等におけるリスキ

リング人口を、2030年までに合わせて１年当たり60万人とする」などの目標を掲げている。 

ｂ 本調査では、大学院に係る学校調査票（大学院学生内訳票）において、平成12年度調査

から、学生数及び入学者数の各内数として「社会人」（注３）の区分を設けているが、前記ａ

を踏まえ、本申請では、大学学部、短期大学、大学通信教育及び高等専門学校に係る学校

調査票についても、学生数及び入学者数の各内数として、「社会人」の区分を追加するこ

とを計画していた（別紙１参照）。 
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（注３）従前、本調査では、「社会人」の範囲について、調査の手引きにおいて、以下のとおり定めている。 

（１）職に就いている者（給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事に現に就いている者） 

（２）給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を得る仕事から既に退職した者 

（３）主婦・主夫 

ｃ しかし、審議の過程においては、今回追加しようとする「社会人」の区分について、「社

会人」の学修目的の多様性や大学院とのカリキュラムの違い等を踏まえ、大学学部等の

報告者において、学生が「社会人」に該当するかを正確に把握できるか、把握した結果が

政策的な利活用に適したものとなるか等の指摘があった。 

これを受け、文部科学省において大学学部等への追加のヒアリングを実施した結果、

一定数の大学において、「社会人」の人数を正確に回答するためには相当の負担が生じる

ことが確認された。このため、文部科学省から、今回申請した変更案による調査の実施は

見送りたい旨の意向が示された。 

ｄ これについては、リスキリング及びリカレント教育に係る施策を推進する上で、高等

教育機関等における社会人の学び直しの状況を把握する必要性は理解できるものの、前

記ｃ記載の確認結果を踏まえると、報告者の負担が過大となるおそれが生じることから、

今回予定されている変更については、現時点においては行わず、現行計画どおりの調査

事項で実施することが適当である。 

ｅ なお、文部科学省においては、今後同様の変更を検討する際には、報告者への事前の聞

き取り等により、調査事項に沿った回答が可能であるかを入念に確認するとともに、報

告者の負担にも十分に配慮した上で、調査事項の設定について慎重に検討する必要があ

ることを付言する。 

 

オ 専修学校における外国人学生等及び卒業学校種の把握（学校調査票（専修学校）） 

ａ 学校調査票（専修学校）では、課程別・学科別に、学生・生徒数、入学者数等を把握し

ているが、近年、専修学校は外国人留学生の重要な受入機関となっており、専門学校の国

際化や外国人留学生の戦略的受入れの推進が求められている。また、大学入学資格を持

たない者の専門課程及び専攻科への入学を認める制度の創設等を背景として、入学経路

の多様化も進展している。 

 

ｂ このため、本申請では、「課程別・学科別の学生・生徒数計」の内訳として、留学生の

数及び留学生以外の外国人学生・生徒数を追加するとともに、専門課程入学者に係る出

身校種区分の詳細化を行い、専攻科入学者についても同様の区分による把握を行うこと

を計画している。 

 

ｃ 今回予定されている変更のうち、 

     ⅰ）留学生及び留学生以外の外国人学生・生徒数の把握については、専修学校の国際化

や外国人の戦略的受入れに関する施策の検討に資するものであり、入学前に提出され

る書類により正確に回答することが可能であること 
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     ⅱ）出身校種区分の詳細化等については、入学経路の多様化を踏まえた実態把握に資す

るものであり、その必要性も認められること 

から、適当である。 

 

カ 卒業後の状況に関する把握内容の見直し 

① 「外国の学校等入学者」の追加及び「左記以外の者」の細分化 

（卒業後の状況調査票（高等学校（全日制・定時制）、中等教育学校（前期課程・後期課程）、高等学校（通

信制）、特別支援学校（高等部））） 

 ａ 卒業後の状況調査票のうち、高等学校等の調査票では、卒業者の進学、就職等の進路

状況及びその内訳を把握しているが、現在の調査票は、国内における進学者又は就職

者以外については、基本的に「左記以外の者」として一括して計上され、進路未決定者

に係る内訳を把握することが困難となっている。こうした中、令和８年２月に公表さ

れた「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン） ～2040年に向けた「N-

E.X.T.(ネクスト)ハイスクール構想」～」（令和８年２月13日文部科学省）において「高

校卒業段階の進路未決定者の割合を半減させる」ことが目標として掲げられた。 

 

ｂ このため、本申請では、卒業後の進路状況をより詳細に把握する観点から、状況別卒

業者数の内訳項目として、「外国の学校等入学者」を追加するとともに、「左記以外の

者」の区分を「進学準備中」、「就職準備中」、「進路未決定者」及び「その他」に細分化

することを計画している。 

 

ｃ 今回予定されている変更のうち、「外国の学校等入学者」の追加については、高等学

校等卒業後に外国の学校等へ進学する者の状況を把握するものであり、卒業後の進路

状況をより詳細に把握することに資するとともに、報告者において把握可能な事項で

あることから、適当である。 

 

ｄ 一方、「左記以外の者」の細分化については、審議の過程において、報告者は各区分

を判別して回答できるのか、各区分は本人の意思や状況により流動的であり、特定が

難しいのではないか等の指摘があった。 

       これを受け、文部科学省において、当初の４区分に代えて、「進学準備中の者」、「就

職準備中の者」及び「左記以外の者」の３区分とする変更案（以下「追加変更案」とい

う。別紙２参照）によって高等学校等へのヒアリングを実施した結果、協力の得られた

全ての学校から回答可能との返答を得た旨の説明がなされた。 

 

ｅ 進路が決定しているか否かについては、審議の過程でも指摘されたとおり、本人の

意思や状況により変化するものであり、学校を報告者とする本調査において、「進路未

決定者」を直接的かつ正確に把握することには、その性質上、一定の限界があると考え

る。 
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  また、今回のヒアリングの対象が限られていることに加え、政策目標である「進路未

決定者」の指標として適切に機能するかといった懸念についても、完全に解消された

とは言えない。 

一方で、進路が明確でない卒業者の状況をより詳細に把握しようとする趣旨自体は

理解できる。 

 

ｆ 以上を総合的に勘案すると、当初の変更案を整理・統合した追加変更案の範囲であ

れば、学校において把握している事実に基づく記入が可能と見込まれることから、追

加変更案のとおり調査事項を設けることは容認できるものと考える。 

なお、文部科学省においては、記入の手引等において各区分の定義を明確にするほ

か、報告者への周知や調査実施段階における丁寧な対応を行う必要がある。 

また、追加変更案における「左記以外の者」は、当初、把握することを計画していた

「進路未決定者」と「その他」を統合したものであることから、結果の利活用において

十分に留意する必要があることを付言する。 

 

② 「併設先または連携先の高等学校への入学志願者」の削除（卒業後の状況調査票（中学校）） 

ａ 卒業後の状況調査票のうち、中学校の調査票では、高等学校（本科）等への入学志願

者数の内訳として「併設先または連携先の高等学校への入学志願者」を把握している。

これは、中高一貫教育校における進学状況を把握するという目的で設けられていたも

のである。 

 

ｂ 一方、文部科学省によれば、当該志願者数は、別途、「８ 状況別卒業者数」の再掲欄

において把握している「左記『高等学校（本科）』のうち併設先または連携先の高等学

校へ進学した者」（以下「併設先等進学者欄」という。）との間に大きな差異が見られ

ず、重ねて当該志願者数を把握する利活用上の必要性は乏しいとしている。 

このため、本申請では、「併設先または連携先の高等学校への入学志願者」を削除す

ることを計画している。 

 

ｃ 今回予定されている変更については、併設先等進学者欄による把握が引き続き行わ

れることから、中高一貫教育校における進学状況の把握に支障はないと考える。また、

報告者負担の軽減にも資することから、適当である。 

 

キ 他調査で詳細を把握することによる項目の削除等 

 ① 理由別長期欠席者数の削除（学校調査票（特別支援学校）） 

ａ 小学校、中学校及び中等教育学校における理由別長期欠席者数については、平成27

年度調査まで本調査で把握していたが、平成28年度からは、文部科学省が別途実施し

ている「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（一般統計

調査。以下「問題行動等調査」という。）において把握している。 
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一方、特別支援学校における理由別長期欠席者数については、引き続き本調査で把

握してきたところであるが、令和８年度調査から、他の学校種と同様、問題行動等調査

においても把握することとなった。 

 

ｂ このため、本申請では、令和９年度調査以降、本調査の調査事項から特別支援学校に

おける理由別長期欠席者数を削除することを計画している。 

 

ｃ 今回予定されている変更については、理由別長期欠席者数の把握について、学校種

に関わらず、問題行動等調査に集約することとなるため、調査の効率的実施に資する

ものと考える。また、本調査と同一の定義で引き続き把握され、政策的に必要な情報の

把握や統計の利用に支障は生じないと考えられることから、適当である。 

 

② 休学者数の削除 

（学校調査票（大学（学部学生内訳票）、大学（大学院学生内訳票）、短期大学（本科学生内訳票）、大学・大

学院・短期大学（大学通信教育調査票）、高等専門学校）） 

ａ 本調査では、大学、大学院、短期大学及び高等専門学校において、学生数の内数とし

て休学者数を５月１日時点で把握している。一方、文部科学省においては、別途、「学

生の中途退学者・休学者数の調査」（業務統計。以下「休学者数等調査」という。）に

おいて、年度間の休学者数を休学理由とともに毎年把握している。 

 

ｂ このため、本申請では、本調査の調査事項から休学者数を削除することを計画して

いる。 

 

ｃ 休学者数等調査では、本調査よりも網羅的に休学者の状況を把握しており、政策的

な利用においても主として同調査の情報が活用されている。また、文部科学省では、統

計利用の観点から、代替となる統計の結果は、次回調査（令和８年度調査）以降、従来

の PDFに加えて、Excel形式でもホームページに掲載する予定である。 

以上を踏まえると、今回予定されている変更については、政策的に必要な情報の把

握や統計の利用に支障は生じないと考えられることから、適当である。 

 

③ 学校図書館事務員に係る項目の削除 

（学校調査票（小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校）、学校通信教育調査票（高等学校）） 

ａ 本調査では、学校調査票及び学校通信教育調査票において、職員数の内訳として、

「学校図書館事務員」を把握している。一方、文部科学省においては、別途、「学校図

書館の現状に関する調査」（業務統計。５年周期で実施。以下「学校図書館調査」とい

う。）において、学校司書数等、学校図書館に関する状況を把握している。両調査は、

「学校図書館事務員」と「学校司書」という異なる用語を用いているものの、実態とし

て同一の者を把握している。 
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ｂ このため、本申請では、本調査の職員数の内訳から「学校図書館事務員」を削除する

ことを計画している。 

 

ｃ 学校図書館調査では、「学校司書」を常勤・非常勤の別に把握しており、常勤・非常

勤の別を把握していない本調査よりも、学校図書館における人的整備の実態を詳細に

把握していることから、学校図書館に関する現状把握や施策の検討においては、主と

して学校図書館調査の情報が活用されている。また、文部科学省では、統計利用の観点

から、代替となる統計の結果については、直近の令和２年度調査以降、Excel形式でe-

Statに掲載している。 

以上を踏まえると、今回予定されている変更については、政策的に必要な情報の把

握や統計の利用に支障は生じないと考えられることから、適当である。 

 

なお、前記②及び③に係る調査事項の削除後において、代替となる「休学者数等調

査」及び「学校図書館調査」について、利用者に分かりやすく案内するとともに、機械

可読性の確保を含め、利用しやすい形で継続的にデータを提供する必要がある。 

また、本調査は、学校に関する詳細な実態について報告を求めていることを踏まえ、

引き続き報告者負担の軽減を図る観点から、既存の業務統計や行政記録情報等の積極

的な活用による本調査の簡素化について検討を行う必要があることを付言する。 

 

（２）集計事項の変更 

① 令和８年度確報のみの暫定的取扱い 

ａ 前記（１）ア記載のとおり、入学者数の内訳項目における特別支援学校卒業者の取扱い

の明確化については、令和９年度調査から実施することが計画されている。文部科学省

としては、令和８年度調査から対応することも検討したが、当該変更の必要性を認識し

たのが８年度調査の実施直前であり、調査実務上の制約から、８年度調査から対応する

ことは困難であった。 

 

ｂ このため、文部科学省は、令和８年度については、本調査とは別に、「令和８年度高等

学校、専修学校及び各種学校入学者における卒業学校種に関する実態調査」（一般統計調

査。以下「附帯調査」という。）を実施し、特別支援学校卒業者の実態を把握した上で、

その結果を本調査の令和８年度確報の集計に反映することとしている。 

これを踏まえ、本申請では、令和９年度調査から内訳項目の明確化を図る前記（１）ア

のｂに係る事項の令和８年度分の集計について、附帯調査の結果を活用する旨を注記す

ることを計画している。 

 

    ｃ 今回予定されている変更については、特別支援学校卒業者に係る実態を令和８年度確

報から集計結果に反映するとともに、その取扱いを調査計画上明確にするものであり、
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より正確な実態の把握に資することから、適当である。 

 

② 前記（１）の調査事項の変更を踏まえた集計事項の見直し（令和９年度調査以降） 

  本申請では、前記（１）の調査事項の変更に対応し、集計事項についても、所要の見直し

を行うことを計画している。今回予定されている変更については、調査事項の変更内容を

集計事項に適切に反映するものであることから、適当である。 

 



           現行 変更案（申請時） 
【様式第8号】 

学 校 調 査 票

（大学） 

学部学生内訳

票 

（６  学科別

学生数） 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

【様式第8号】 

学 校 調 査 票

（大学） 

学部学生内訳

票 

（12 年齢別

入学者数） 

  
 
 

別紙１ 調査票の変更イメージ 

１ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 ５ 年 次 ６ 年 次 計

符　号 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

９ ９ ９ ９  

学科 

計

学科 

学科 

学科 

学科 

学科 

学科 

６　学 科 別 学 生 数

学科 

学科 

学科 

計のうち社会人

男 女

１ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 ５ 年 次 ６ 年 次 計

符　号 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

９ ９ ９ ９  

学科 

計

学科 

学科 

学科 

学科 

学科 

学科 

６　学 科 別 学 生 数

学科 

学科 

学科 

社会人 留学生

(g) (a) (c) (e)

(h) (b) (d) (f)
２

22歳 23歳 24歳 25歳 26歳 27歳

女

男 １

年齢区分
17歳
以下 専修学校

高等課程
その他(高
卒認定等)

計のうち再掲１40～
44歳

計のうち再掲２50～
54歳

55～
59歳

20歳 21歳 28歳 29歳
30～
34歳

35～
39歳

18歳 19歳
60～
64歳

65歳
以上

計
45～
49歳

12 年齢別入学者数
（９の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

外国の
学校卒

留学生

(g) (a) (c) (e)

(h) (b) (d) (f)
２

22歳 23歳 24歳 25歳 26歳 27歳

女

男 １

年齢区分
17歳
以下

50～
54歳

55～
59歳

20歳 21歳 28歳 29歳
30～
34歳

35～
39歳

18歳 19歳
60～
64歳

65歳
以上

計
45～
49歳

計のうち再掲２

12 年齢別入学者数
（９の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

外国の
学校卒

専修学校
高等課程

その他(高
卒認定等)

計のうち再掲１40～
44歳



           現行 変更案（申請時） 
【様式第10号】 

学 校 調 査 票

（短期大学）

本科学生内訳

票 

（４  学科別

学生数） 

 
 
 
 
 
 

 

【様式第10号】 

学 校 調 査 票

（短期大学）

本科学生内訳

票 

（８  年齢別

入学者数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙１ 調査票の変更イメージ 

昼

間

昼
夜
別

夜

間

符　号
１年次 ２年次 ３年次 計

科 
男

科 
男 １

女 ２

科 

女 ２

９ ９
女 ２

１

女 ２

計
男 １

９ ９

学 科 名
４　学 科 別 学 生 数

科 
男 １

女 ２

男 １

女 ２

科 
男 １

学科別に記入する。専攻
別までは記入しない。

計
男 ３

９ ９
女 ４

９ ９

科 
男 ３

女 ４

科 
男 ３

女 ４

科 
男 ３

女 ４

男
科 

３

女 ４

留学生

(m) (a) (e) (i)

(n) (b) (f) (j)

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

計
計のうち再掲１

23歳 24歳 25歳 26歳
17歳
以下

18歳 19歳 20歳 21歳
計のうち再掲２

外国の
学校卒

専修学校
高等課程

卒

その他
(高卒認
定等)

29歳
30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

昼
間

８ 年齢別入学者数
（６の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分

男 １

女

27歳 28歳

２

22歳

留学生

(o) (c) (g) (k)

(p) (d) (h) (l)

65歳
以上

計のうち再掲２

外国の
学校卒

専修学校
高等課程

卒

その他
(高卒認
定等)

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

計

夜
間

８ 年齢別入学者数
（６の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分
17歳
以下

18歳

男 ３

女 ４

19歳
計のうち再掲１

20歳 21歳 22歳 23歳 24歳 25歳 26歳 27歳 28歳 29歳
30～
34歳

符　号
１年次 ２年次 ３年次 計

(m)

(n)

(o)

(p)

「４　学科
別 学生数」
計のうち社

会人

６　入学状況（本　科）

入学志願者数 入学者数

計計

昼
夜
別

学 科 名
４　学 科 別 学 生 数

科 
女 ２

男 １

女 ２

３

女 ４

計
男 １

９ ９

科 
男

Ｊ
　
カ
　
ー

　
ド

昼

間

科 
男 １

女 ２

科 

女 ２

９ ９
女 ２

男 １

女 ２

科 
男 １

１

Ｊ
　
カ
　
ー

　
ド

夜

間

科 
男 ３

女 ４

科 
男 ３

女 ４

科 
男 ３

女 ４

男
科 

計
男 ３

９ ９
女 ４

９ ９

学科別に記入する。専攻
別までは記入しない。

社会人 留学生

(m) (a) (e) (i)

(n) (b) (f) (j)

社会人 留学生

(o) (c) (g) (k)

(p) (d) (h) (l)

計のうち再掲２

２

22歳
専修学校
高等課程

卒

その他
(高卒認
定等)

計のうち再掲２17歳
以下

18歳 19歳 20歳 21歳
外国の
学校卒

29歳
30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳Ｑ

カ
ー

ド

昼
間

８ 年齢別入学者数
（６の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分

男 １

女

27歳 28歳

19歳

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

計
計のうち再掲１

23歳 24歳 25歳 26歳

計のうち再掲１
20歳 21歳 22歳 23歳 24歳 25歳 26歳 27歳 28歳 29歳

30～
34歳 外国の

学校卒

専修学校
高等課程

卒

Ｑ
カ
ー

ド

夜
間

８ 年齢別入学者数
（６の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分
17歳
以下

18歳

男 ３

女 ４

65歳
以上 その他

(高卒認
定等)

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

計

　
１年次 ２年次 ３年次 計

「４　学科
別 学生数」
計のうち社

会人

　 　
４　学 科 別 学 生 数

 

 

　

　

　

 
１

 

 

　

　

　

 

 

 

 

社会人 留学生

(a) (e) (i)

専修学校
高等課程

卒

その他
(高卒認
定等)

計のうち再掲２

外国の
学校卒 

計のうち再掲１

 



           現行 変更案（申請時） 
【様式第12号】 

学校調査票 

（大学・大学

院 ・ 短 期 大

学）大学通信

教育調査票 

（ ６  学 科

（専攻）別学

生数） 

  

【様式第12号】 

学 校 調 査 票

（大学・大学

院 ・ 短 期 大

学）大学通信

教育調査票 

（14 年齢別

入学者数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【様式第13号】 

学 校 調 査 票

（高等専門学

校）（３  学

科別学生数） 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

別紙１ 調査票の変更イメージ 

６
学
科
（

専
攻
）

別
学
生
数

正　　　　規　　　　の　　　　課　　　　程

符　号 １ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 計

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

学科(専攻) 

学科(専攻) 

学科(専攻) 

学科(専攻) 

９９９ ９     (a) (b)

４

計

３

１

２

番
号

学　科（専攻）

左記「正規の課程
（計）」のうち社会人６

学
科
（

専
攻
）

別
学
生
数

正　　　　規　　　　の　　　　課　　　　程

符　号 １ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 計

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

学科(専攻) 

学科(専攻) 

学科(専攻) 

学科(専攻) 

９９９ ９     (a) (b)

１

２

番
号

学　科（専攻）

４

計

３

(c)

(d)

14 年齢別入学者数
（7の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分

女 ２

男 １

29歳23歳 24歳 25歳 26歳 27歳 28歳
50～
54歳

17歳
以下

18歳 19歳 20歳
21歳
(以下)

22歳
30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

左記のうち
社会人

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

年齢
不詳

計

(c)

(d)

22歳

14 年齢別入学者数
（7の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分

女 ２

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

年齢
不詳

計

男 １

29歳
30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

23歳 24歳 25歳 26歳 27歳 28歳
17歳
以下

18歳 19歳 20歳
21歳

(以下)

３　学 科 別 学 生 数
符　号

９９９９  

学科 

学科 

学科 

１ 学 年

計

男

学科 

学科 

女

計２ 学 年

男 計女 男 女 男女

４ 学 年

男 女 男 女男

３ 学 年 ５ 学 年

女

実　習　生
（商船高専）

３　学 科 別 学 生 数
符　号

９９９９  

計

男 女 計女

４ 学 年

男 女 男 女男

３ 学 年 ５ 学 年

女

実　習　生
（商船高専）

女 男 女 男

計のうち社会人２ 学 年

男 計女

１ 学 年

計

男

学科 

学科 

学科 

学科 

学科 

( )

 

左記のうち
社会人

年齢
不詳

計

( )

 

歳
上

年齢
不詳

計

　      
　

 

計

男 女 計

  

女

    
　 　

男

計のうち社会人  

計

  

 

 

 

 

 



自

営

業

主

等

常用労働者 不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

（左記A,B,C,D,Eを除く。）

Ｆ 就職者等

(

専
門
課
程

)

進

学

者

課程)等入学者 公

共

職

業

能

力

開

発

施

設

等

入

学

者

大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

)

高

等

学

校

(

専

攻

科

)

特

別

支

援

学

校

（

本

科

）

大

学

・

短

期

大

学

上記｢７｣で○で

囲んだ学科名又

は記入した学科

名を記入する。

専

修

学

校

９ 状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和9年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信課程の修了者は除く｡）

各

種

学

校

臨

時

労

働

者

高

等

部

(

専

攻

科

)

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

Ｊ
課

程

別

男

女

別

の

通

信

教

育

部

及

び

放

送

大

学

Ａ 大 学 等 進 学 者 Ｂ Ｃ 専修学校(一般 Ｄ

学科名

学科番号

大

学

(
学

部
)

短

期

大

学

　
Ｇ

進

学

準

備

中

の

者

Ｈ

就

職

準

備

中

の

者

Ｉ

左

記

以

外

の

者

Ｅ

外

国

の

学

校

　

等

　

入

　

学

　

者
者

者
等 者 者 者

　

　

　

　

者

ｂ

ｇ

女

男科
7 0 3 0

7 0 4 0

女
ｆ

ａ
男科

7 0 1 0

7 0 2 0

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

           現行 変更案（申請時） 追加変更案 
【様式第24号】 

卒業後の状況

調査票（高等

学校 全日制・

定時制） 

（９  状況別

卒業者数） 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

【様式第25号】 

卒業後の状況

調査票（中等

教育学校  前

期課程・後期

課 程 （ 全 日

制 ・ 定 時

制）） 

（８  状況別

卒業者数） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

別紙２ 調査票の変更イメージ 

進

路

未

決

定

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中

の

そ

の

常用労働者自

営

業

主

等

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

（左記A,B,C,D,Eを除く。）

Ｆ 就職者等

(

専
門
課
程

)

進

学

者

課程)等入学者 公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

)

高

等

学

校

(

専

攻

科

)

特

別

支

援

学

校

（

本

科

）

大

学

・

短

期

大

学

上記｢７｣で○で

囲んだ学科名又

は記入した学科

名を記入する。

専

修

学

校

９ 状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和9年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信課程の修了者は除く｡）

各

種

学

校

臨

時

労

働

者

高

等

部

(

専

攻

科

)

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

Ｈ
課

程

別

男

女

別

の

通

信

教

育

部

及

び

放

送

大

学

Ａ 大学 等進 学者 Ｂ Ｃ 専修学校(一般 Ｄ

学科名

学科番号

大

学

(

学

部

)

短

期

大

学

Ｅ

外

国

の

学

校

　
等
　
入
　
学
　
者

者者 者 他
者等

　

　

　

　

ｂ

ｇ

女

男科
7 0 3 0

7 0 4 0

女
ｆ

ａ
男科

7 0 1 0

7 0 2 0

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

自

営

業

主

等

常用労働者 左

記

以

外

の

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

（左記A,B,C,Dを除く。）

Ｅ 就職者等

(

専
門
課
程

)

進

学

者

課程)等入学者 公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

)

高

等

学

校

(

専

攻

科

)

特

別

支

援

学

校

（

本

科

）

大

学

・

短

期

大

学

上記｢７｣で○で

囲んだ学科名又

は記入した学科

名を記入する。

専

修

学

校

９ 状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和8年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信課程の修了者は除く｡）

各

種

学

校

臨

時

労

働

者

高

等

部

(

専

攻

科

)

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

Ｇ
課

程

別

男

女

別

の

通

信

教

育

部

及

び

放

送

大

学

Ａ 大学 等進 学者 Ｂ Ｃ 専修学校(一般 Ｄ

学科名

学科番号

大

学

(

学

部

)

短

期

大

学

Ｆ

者等

ｂ

ｇ

女

男科
7 0 3 0

7 0 4 0

女
ｆ

ａ
男科

7 0 1 0

7 0 2 0

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

自

営

業

主

等

常用労働者 左

記

以

外

の

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

（左記A,B,C,Dを除く。）

Ｅ 就職者等

学者 公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 本科卒業者。専攻科，別科及び通信課程の修了者は除く｡）

臨

時

労

働

者

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

Ｇ一般 Ｄ Ｆ

者

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

進

路

未

決

定

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中

の

そ

の

常用労働者自

営

業

主

等

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

（左記A,B,C,D,Eを除く。）

Ｆ 就職者等

公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信課程の修了者は除く｡）

臨

時

労

働

者

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

ＨＤ Ｅ

外

国

の

学

校

　
等
　
入
　
学
　
者

者者 者 他
者

　

　

　

　

ｂａ

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

自

営

業

主

等

常用労働者 不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

（左記A,B,C,D,Eを除く。）

Ｆ 就職者等

公

共

職

業

能

力

開

発

施

設

等

入

学

者

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信課程の修了者は除く｡）

臨

時

労

働

者

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

ＪＤ
　

Ｇ

進

学

準

備

中

の

者

Ｈ

就

職

準

備

中

の

者

Ｉ

左

記

以

外

の

者

Ｅ

外

国

の

学

校

　

等

　

入

　

学

　

者
者

者
者 者 者

　

　

　

　

者

ｂ

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中

の

そ

の

進

路

未

決

定

労

働

者

無

期

雇

用

課

程

別

短

期

大

学

学科名 常用労働者（

本

科

）

大

学

・

短

期

大

学

Ｆ 就職者等

（左記A,B,C,D,Eを除く。）
Ｈ

(

専

攻

科

)

(

別

科

)
有

期

雇

用

労

働

者

課程)等入学者

Ｂ

専

修

学

校

高

等

学

校

高

等

部

(

専

攻

科

)

(

専
門
課
程

)

Ｄ

公

共

職

業

能

力

Ａ 大学 等進 学 者 専修学校(一般

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

開

発

施

設

等

入

学

者

特

別

支

援

学

校

自

営

業

主

等

等
　
入
　
学
　
者

大

学

・

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

進

学

者

上記｢６｣で○で

囲んだ学科名又

は記入した学科

名を記入する。

臨

時

労

働

者

大

学

(

学

部

)

男

女

別

各

種

学

校

Ｃ

不

詳

・

死

亡

の

者

及

び

放

送

大

学

８ 状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和9年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

学科番号

計

卒業者
総　数

Ｅ

外

国

の

学

校

者 者 他者
等

　

　

　

者

ａ科

7 0 2

ｂ

7 0

女

1 0
男

0

科
7 0

女

3 0
男

ｇｆ

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

有

期

雇

用

労

働

者

Ｅ 就職者等

（左記A,B,C,Dを除く。）
Ｆ Ｇ

課程)等入学者

Ｂ

専

修

学

校

高

等

学

校

高

等

部

(

専

攻

科

)

(

専
門
課
程

)

Ｄ

公

共

職

業

能

力

Ａ 大学 等進 学者

８ 状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和8年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

専修学校(一般

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

開

発

施

設

等

入

学

者

特

別

支

援

学

校

自

営

業

主

等

常用労働者

労

働

者

無

期

雇

用

（

本

科

）

大

学

・

短

期

大

学

大

学

・

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

左

記

以

外

の

者

進

学

者

上記｢６｣で○で

囲んだ学科名又

は記入した学科

名を記入する。

Ｃ

不

詳

・

死

亡

の

者

及

び

放

送

大

学

(

専

攻

科

)

(

別

科

)

課

程

別

短

期

大

学

学科名 臨

時

労

働

者

大

学

(

学

部

)

男

女

別

各

種

学

校

学科番号

計

卒業者
総　数

等 者

科

7 0

ｂ

ｇｆ

07

2
女

1
男

0

科
7 0 3 0

男

0

ａ

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

労

働

者

無

期

雇

用

課

程

別

短

期

大

学

学科名 常用労働者（

本

科

）

大

学

・

短

期

大

学

Ｇ Ｈ Ｉ
Ｆ 就職者等

（左記A,B,C,D,Eを除く。）
Ｊ

(

専

攻

科

)

(

別

科

)

有

期

雇

用

労

働

者

課程)等入学者

Ｂ

専

修

学

校

高

等

学

校

高

等

部

(

専

攻

科

)

(

専
門
課
程

)

Ｄ

公

共

職

業

能

力

Ａ 大学 等進 学者 専修学校(一般

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

開

発

施

設

等

入

学

者

特

別

支

援

学

校

自

営

業

主

等

等
　
入
　
学
　
者

大

学

・

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

進

学

者

上記｢６｣で○で

囲んだ学科名又

は記入した学科

名を記入する。

臨

時

労

働

者

大

学

(

学

部

)

男

女

別

各

種

学

校

Ｃ

不

詳

・

死

亡

の

者

及

び

放

送

大

学

８ 状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和9年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

学科番号

計

卒業者
総　数

進

学

準

備

中

の

者

就

職

準

備

中

の

者

左

記

以

外

の

者

Ｅ

外

国

の

学

校
等

　

　

　

者者 者 者

ａ科

7 0 2

ｂ

7 0

女

1 0
男

0

科
7 0 3 0

男

ｇｆ

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

有

期

雇

用

労

働

者

Ｅ 就職者等

（左記A,B,C,Dを除く。）
Ｆ Ｇ

者

Ｄ

公

共

職

業

能

力

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

般

開

発

施

設

等

入

学

者

自

営

業

主

等

常用労働者

労

働

者

無

期

雇

用

左

記

以

外

の

者

不

詳

・

死

亡

の

者

臨

時

労

働

者

計

卒業者
総　数

者

ｂａ

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中

の

そ

の

進

路

未

決

定

労

働

者

無

期

雇

用

常用労働者

Ｆ 就職者等

（左記A,B,C,D,Eを除く。）
Ｈ

有

期

雇

用

労

働

者

Ｄ

公

共

職

業

能

力

開

発

施

設

等

入

学

者

自

営

業

主

等

等
　
入
　
学
　
者

臨

時

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

計

卒業者
総　数

Ｅ

外

国

の

学

校

者 者 他者

　

　

　

者

ａ ｂ

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

労

働

者

無

期

雇

用

常用労働者

Ｇ Ｈ Ｉ
Ｆ 就職者等

（左記A,B,C,D,Eを除く。）
Ｊ

有

期

雇

用

労

働

者

者

Ｄ

公

共

職

業

能

力

般

開

発

施

設

等

入

学

者

自

営

業

主

等

等
　
入
　
学
　
者

臨

時

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

計

卒業者
総　数

進

学

準

備

中

の

者

就

職

準

備

中

の

者

左

記

以

外

の

者

Ｅ

外

国

の

学

校

　

　

　

者者 者 者

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が
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進

路

未

決

定

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中

の

そ

の

状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和９年３月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

Ｆ　就職者等（左記A,B,C,D,Eを除く。）

学科番号

Ｂ

学科名

５

高

等

部

(

専

攻

科

専

修

学

校

(

専
門
課
程

)

進

学

者

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

Ｃ

自

営

業

主

等

臨

時

労

働

者

主

た

る

障

害

種

別

Ａ　　大 学 等 進 学 者
男

　
女

　
別

(

本

　
　
科

大

学

・

短

期

大

学

及

び

放

送

大

学

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

大

学

(

学

部

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

Ｈ

計

卒業者
総　数

不

詳

・

死

亡

の

者

常用労働者

Ｄ専修学校(一般

(

専

攻

科

Ｅ
開

発

施

設

等

入

学

者

課程)等入学者

各

種

学

校

高

等

学

校

大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

特

別

支

援

学

校

等
　
入
　
学
　
者

公

共

職

業

能

力

外

国

の

学

校 定

者

の

者

の

者 他

) 校 者 校 等 等 者別

　

　
別

　
　

)

学 学 者用 者

)

学 部

　

者

)

者校校学

)

校

　

　

　

力

女

j

0

女

1

0

ａ

i

0

0 2 0

0
普　通

科
7

7

7 0
科

3

1 0

男

1

ｂ
男0

0

一
か
月
以
上
の
者

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中

の

そ

の

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

Ｆ　就職者等（左記A,B,C,D,Eを除く。）

自

営

業

主

等

常用労働者 臨

時

労

働

者

Ａ　大学等進学者

高

等

学

校

学科名

６　　状　況　別　卒　業　者　数

(

専
　
攻
　
科

)

大

学

･

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

及

び

放

送

大

学

特

別

支

援

学

校

学

科

番

号

男

女

別

各

種

学

校

進

学

者

課程)等入学者Ｃ
専修学校(一般

(

別
　
　
科

)

大

学

･

短

期

大

学

(

本
　
　
科

)

専

修

学

校

大
　
学

(

学
部

)

短

期

大

学

ＨＢ

高

等

部

（

専

攻

科

）

(

専

門

課

程

)

Ｅ

進

路

未

決

定

専

修

学

校

(

一

般

課

程
）

等

(令和８年度間《令和８年４月１日から令和９年３月31日まで》の当校の通信制課程卒業者)

開
発
施
設
等
入
学
者

公

共

職

業

能

力

Ｄ

外

国

の

学

校

等
　
入
　
学
　
者

者 者 他
号 別 ）

者

　

　

　

a b

i j

7

普

通

7 0 1 8

7

地域社会

7
学際領域

7 0 1 4

0 2 4

男

7 0 6

普 通
1

7

0 女

1 01 男

0 2

0 1

女0

01 3

1

男

2

2

1 3 0 女

2 0 男1

1 2

0

0 1 6

1

2

4

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和８年３月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

Ｅ　就職者等（左記A,B,C,Dを除く。）

学科番号

Ｂ

学科名

５

高

等

部

(

専

攻

科

専

修

学

校

(

専
門
課
程

)

進

学

者

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

Ｃ

自

営

業

主

等

臨

時

労

働

者

主

た

る

障

害

種

別

Ａ　　大 学 等 進 学 者
男

　
女

　
別

(

本

　
　
科

)

大

学

・

短

期

大

学

及

び

放

送

大

学

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

大

学

(

学

部

)

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

Ｆ Ｇ

計

卒業者
総　数

左

記

以

外

の

者

不

詳

・

死

亡

の

者

常用労働者

Ｄ専修学校(一般

公

共

職

業

能

力

(

専

攻

科

)

開

発

施

設

等

入

学

者

課程)等入学者

各

種

学

校

高

等

学

校

大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

特

別

支

援

学

校 ) 校 者 校 等 等 者別

　

　
別

　
　

)

学 学 者用 者

)

学 部

　

者 者力

)

者校校学

)

校

ｉ

0

女

1

0

ａ

ｈ

0

0 2 0

0
普　通

科
7

7

7 0
科

3

1 0

男

1

ｂ
男0

0

一
か
月
以
上
の
者

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

Ｅ　就職者等（左記A,B,C,Dを除く。）

自

営

業

主

等

常用労働者 臨

時

労

働

者

(

一

般

課

程
）

等

Ａ　大学等進学者

高

等

学

校

学科名

６　　状　況　別　卒　業　者　数

(

専
　
攻
　
科

)

大

学

･

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

及

び

放

送

大

学

開
発
施
設
等
入
学
者

Ｆ ＧＢ

特

別

支

援

学

校

高

等

部

（

専

攻

科

）

(

専

門

課

程

)

公

共

職

業

能

力

Ｄ

(令和７年度間《令和７年４月１日から令和８年３月31日まで》の当校の通信制課程卒業者)

左

記

以

外

の

者

(

本
　
　
科

)

学

科

番

号

男

女

別

各

種

学

校

進

学

者

課程)等入学者Ｃ
専修学校(一般

(

別
　
　
科

)

大
　
学

(

学
部

)

短

期

大

学

専

修

学

校

大

学

･

短

期

大

学

専

修

学

校
）号 別

a b

h i普

通

1

7

地域社会
6 1 3 0 女

7 0 1 6

7
学際領域

7 0 1 4

0 2 4

男

7 0

普 通
1

7

0 女

女

1 01 男

2

2

2 1

男

0

01 3

0 1

2 0 男1

1 2

4 0

0 2

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

Ｆ　就職者等（左記A,B,C,D,Eを除く。）

自

営

業

主

等

常用労働者 臨

時

労

働

者

Ａ　大学等進学者

高

等

学

校

学科名

６　　状　況　別　卒　業　者　数

(

専
　
攻
　
科

)

大

学

･

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

及

び

放

送

大

学

特

別

支

援

学

校

学

科

番

号

男

女

別

各

種

学

校

進

学

者

課程)等入学者Ｃ
専修学校(一般

(

別
　
　
科

)

大

学

･

短

期

大

学

(

本
　
　
科

)

専

修

学

校

大
　
学

(

学
部

)
短

期

大

学

ＪＢ

高

等

部

（

専

攻

科

）

(

専

門

課

程

)

Ｅ Ｉ

進

学

準

備

中

の

者

就

職

準

備

中

の

者

左

記

以

外

の

者

専

修

学

校

(

一

般

課

程
）

等

(令和８年度間《令和８年４月１日から令和９年３月31日まで》の当校の通信制課程卒業者)

開
発
施
設
等
入
学
者

公

共

職

業

能

力

Ｄ

外

国

の

学

校

等
　
入
　
学
　
者

Ｇ Ｈ

号 別 ） 者 者 者

　

　

　

a b

i j

7

普

通

7

地域社会

7
学際領域

7 0 1 4

0 2 4

男

7 0 6

普 通
1

7

0 女

1 01 男

0 2

0 1

女0

01 3

1

男

2

2

1 3 0 女

2 0 男1

1 2

0

0 1 6

1

2

4

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（令和９年３月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

Ｆ　就職者等（左記A,B,C,D,Eを除く。）

学科番号

Ｂ

学科名

５

高

等

部

(

専

攻

科

専

修

学

校

(

専
門
課
程

)

進

学

者

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

Ｃ

自

営

業

主

等

臨

時

労

働

者

主

た

る

障

害

種

別

Ａ　　大 学 等 進 学 者
男

　
女

　
別

(

本

　
　
科

)

大

学

・

短

期

大

学

及

び

放

送

大

学

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

大

学

(

学

部

)

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

Ｊ

計

卒業者
総　数

不

詳

・

死

亡

の

者

常用労働者

Ｄ専修学校(一般

(

専

攻

科

)

Ｅ
開

発

施

設

等

入

学

者

課程)等入学者

各

種

学

校

高

等

学

校

大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

)

特

別

支

援

学

校

公

共

職

業

能

力

外

国

の

学

校

等
　
入
　
学
　
者

Ｇ Ｈ Ｉ

進

学

準

備

中

の

者

就

職

準

備

中

の

者

左

記

以

外

の

者) 校 者 校 等 等 者別

　

　
別

　
　

)

学 学 者用 者

)

学 部

　

者

)

者校校学

)

校 力

　

　

　

者 者 者

女

j

0

女

1

0

ａ

i

0

0 2 0

0
普　通

科
7

7

7 0
科

3

1 0

男

1

ｂ
男0

0

一
か
月
以
上
の
者

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

Ｅ　就職者等（左記A,B,C,Dを除く。）

自

営

業

主

等

常用労働者 臨

時

労

働

者

　

　　 　 　 　 　 　 　

　

　

開
発
施
設
等
入
学
者

Ｆ Ｇ

公

共

職

業

能

力

Ｄ

１日から令和８年３月31日まで》の当校の通信制課程卒業者)

左

記

以

外

の

者

　
　

者

般

　
　

　

a b

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中

の

そ

の

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

Ｆ　就職者等（左記A,B,C,D,Eを除く。）

自

営

業

主

等

常用労働者 臨

時

労

働

者

　

　　 　 　 　 　 　 　

　

　

　
　

　
　

　

ＨＥ

進

路

未

決

定

１日から令和９年３月31日まで》の当校の通信制課程卒業者)

開
発
施
設
等
入
学
者

公

共

職

業

能

力

Ｄ

外

国

の

学

校

等
　
入
　
学
　
者

者 者 他者

　

　

　

a b

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

不

詳

・

死

亡

の

者

計

卒業者
総　数

Ｆ　就職者等（左記A,B,C,D,Eを除く。）

自

営

業

主

等

常用労働者 臨

時

労

働

者

　

　　 　 　 　 　 　 　

　

　

　
　

　
　

　

ＪＥ Ｉ

進

学

準

備

中

の

者

就

職

準

備

中

の

者

左

記

以

外

の

者

日から令和９年３月31日まで》の当校の通信制課程卒業者)

開
発
施
設
等
入
学
者

公

共

職

業

能

力

Ｄ

外

国

の

学

校

等
　
入
　
学
　
者

Ｇ Ｈ

者 者 者

　

　

　

a b

一
か
月
以
上
の
者

雇
用
契
約
期
間
が

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

Ｅ　就職者等（左記A,B,C,Dを除く。）

自

営

業

主

等

臨

時

労

働

者

　　      

　

　

　
　

労

働

者

無

期

雇

用

有

期

雇

用

労

働

者

Ｆ Ｇ

計

卒業者
総　数

左

記

以

外

の

者

不

詳

・

死

亡

の

者

常用労働者

Ｄ
公

共

職

業

能

力

開

発

施

設

等

入

学

者 等 者

　

　

　
　

者用 者

　

者 者力 者

ａ

　

ｂ

一
か
月
以
上
の
者

進

路

未

決

定

Ｇ 左記以外の者

進

学

準

備

中

の

就

職

準

備

中
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